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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成23年６月28日に提出いたしました第51期(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)有価証券報

告書の記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出

するものであります。

　

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

第５　経理の状況

１　連結財務諸表等

(1) 連結財務諸表

注記事項

(リース取引関係)

２　財務諸表等

(1) 財務諸表

注記事項

(リース取引関係)

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。
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第一部 【企業情報】

第５ 【経理の状況】

１ 【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

【注記事項】

(リース取引関係)

(訂正前)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　 　

その他
(工具、器具
及び備品)
(千円)

　
合計
(千円)

取得価額
相当額

　 54,340　 54,340

減価償却
累計額相当額

　 39,742　 39,742

期末残高
相当額

　 14,598　 14,598

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

　 　

その他
(工具、器具
及び備品)
(千円)

　
合計
(千円)

取得価額
相当額

　 53,032　 53,032

減価償却
累計額相当額

　 35,089　 35,089

期末残高
相当額

　 17,943　 17,943

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

 

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9,004千円

１年超 5,594千円

合計 14,598千円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 8,832千円

１年超 9,110千円

合計 17,943千円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。

 

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 15,839千円

減価償却費相当額 15,839千円

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 11,321千円

減価償却費相当額 11,321千円

 

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。
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前連結会計年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日)

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

(1)　リース資産の内容

　・有形固定資産

　　　主として、プラスチック成形事業におけるホストコン

ピュータ（工具、器具及び備品）であります。

　・無形固定資産

　　　主として、プラスチック成形事業におけるソフトウェ

アであります。

(2)　リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

(1)　リース資産の内容

　・有形固定資産

同左

 

　・無形固定資産

同左

 

(2)　リース資産の減価償却の方法

同左

　

(訂正後)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　 　

その他
(工具、器具
及び備品)
(千円)

　
合計
(千円)

取得価額
相当額

　 54,340　 54,340

減価償却
累計額相当額

　 39,742　 39,742

期末残高
相当額

　 14,598　 14,598

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

　 　

その他
(工具、器具
及び備品)
(千円)

　
合計
(千円)

取得価額
相当額

　 38,366　 38,366

減価償却
累計額相当額

　 32,771　 32,771

期末残高
相当額

　 5,594　 5,594

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

 

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9,004千円

１年超 5,594千円

合計 14,598千円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 5,594千円

１年超 ― 千円

合計 5,594千円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。

 

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 15,839千円

減価償却費相当額 15,839千円

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 9,004千円

減価償却費相当額 9,004千円

 

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。
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前連結会計年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日)

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

(1)　リース資産の内容

　・有形固定資産

　　　主として、プラスチック成形事業におけるホストコン

ピュータ（工具、器具及び備品）であります。

　・無形固定資産

　　　主として、プラスチック成形事業におけるソフトウェ

アであります。

(2)　リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

(1)　リース資産の内容

　・有形固定資産

同左

 

　・無形固定資産

同左

 

(2)　リース資産の減価償却の方法

同左
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

【注記事項】

(リース取引関係)

(訂正前)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　 　
工具、器具
及び備品
(千円)

　
合計
(千円)

取得価額
相当額

　 54,340　 54,340

減価償却
累計額相当額

　 39,742　 39,742

期末残高
相当額

　 14,598　 14,598

　

　 　
工具、器具
及び備品
(千円)

　
合計
(千円)

取得価額
相当額

　 53,032　 53,032

減価償却
累計額相当額

　 35,089　 35,089

期末残高
相当額

　 17,943　 17,943

　

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9,004千円

１年超 5,594千円

合計 14,598千円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 8,832千円

１年超 9,110千円

合計 17,943千円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 14,411千円

減価償却費相当額 14,411千円

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 11,321千円

減価償却費相当額 11,321千円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

(1) リース資産の内容

・有形固定資産

主として、本社におけるホストコンピュータ（工

具、器具及び備品）であります。

・無形固定資産

主として、ソフトウェアであります。

(2) リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

(1) リース資産の内容

・有形固定資産

同左

 

・無形固定資産

同左

(2) リース資産の減価償却の方法

同左
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(訂正後)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　 　
工具、器具
及び備品
(千円)

　
合計
(千円)

取得価額
相当額

　 54,340　 54,340

減価償却
累計額相当額

　 39,742　 39,742

期末残高
相当額

　 14,598　 14,598

　

　 　
工具、器具
及び備品
(千円)

　
合計
(千円)

取得価額
相当額

　 38,366　 38,366

減価償却
累計額相当額

　 32,771　 32,771

期末残高
相当額

　 5,594　 5,594

　

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9,004千円

１年超 5,594千円

合計 14,598千円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 5,594千円

１年超 ― 千円

合計 5,594千円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 14,411千円

減価償却費相当額 14,411千円

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 9,004千円

減価償却費相当額 9,004千円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

(1) リース資産の内容

・有形固定資産

主として、本社におけるホストコンピュータ（工

具、器具及び備品）であります。

・無形固定資産

主として、ソフトウェアであります。

(2) リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

(1) リース資産の内容

・有形固定資産

同左

 

・無形固定資産

同左

(2) リース資産の減価償却の方法

同左
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